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◇近年、我が国社会では急速に少子化が進んでおり、現行典範が制定

された昭和２０年代前半には４を超えていた合計特殊出生率（一人

の女性が、一生の間に産む子供の数）が、平成１６年には１．２９ま

で低下している。 

試みに、仮に現世代に５人の男系男子が存在するとして、現在の社

会の平均的な出生率（平成１６年合計特殊出生率１．２９）を前提に、

将来世代の男系男子の数を確率的に計算してみると、男子・女子の出

生の確率をそれぞれ２分の１とすれば、子の世代では３．２３人、孫

の世代では２．０８人、曾孫の世代では１．３４人と、急速な減少が

見込まれる（出生率を１．５としても、曾孫の世代では２．１１人と

なる。）。〔参考１５〕 

 

◇旧皇族は、既に６０年近く一般国民として過ごしており、また、今

上天皇との共通の祖先は約６００年前の室町時代までさかのぼる遠

い血筋の方々であることを考えると、これらの方々を広く国民が皇

族として受け入れることができるか懸念される。皇族として親しま

れていることが過去のどの時代よりも重要な意味を持つ象徴天皇の

制度の下では、このような方策につき国民の理解と支持を得ること

は難しいと考えられる。 

皇籍への復帰・編入を行う場合、当事者の意思を尊重する必要があ

るため、この方策によって実際に皇位継承資格者の存在が確保され



るのか、また、確保されるとしてそれが何人程度になるのか、といっ

た問題は、最終的には個々の当事者の意思に依存することとなり、不

安定さを内包するものである。このことは、見方を変えれば、制度の

運用如何によっては、皇族となることを当事者に事実上強制したり、

当事者以外の第三者が影響を及ぼしたりすることになりかねないこ

とを意味するものである。 

いったん皇族の身分を離れた者が再度皇族となったり、もともと

皇族でなかった者が皇族になったりすることは、これまでの歴史の

中で極めて異例なことであり、さらにそのような者が皇位に即いた

のは平安時代の二例しかない（この二例は、短期間の皇籍離脱であり、

また、天皇の近親者（皇子）であった点などで、いわゆる旧皇族の事

例とは異なる。）。これは、皇族と国民の身分を厳格に峻別することに

より、皇族の身分等をめぐる各種の混乱が生じることを避けるとい

う実質的な意味を持つ伝統であり、この点には現在でも十分な配慮

が必要である。 


